
スタート

☆給与を２カ所以上受けている
☆給与＋年金がある
☆営業・農業・不動産・その他雑所得・一時
所得・収用（公共事業により土地建物
売った）などがある

勤務先で年末調整を

収入が１箇所からある 済ませている

年金収入のみである

(注)

・ 所得証明書等を申請される場合は、申告が必要です。

・ 土地や建物等の譲渡があった方（売った方）は、申告が必要です。

・ 生年月日が平成19年4月2日以降の被扶養者の方は申告は不要ですが、収入がある場合等は

　申告が必要となる場合があります。

・ 株式譲渡・配当など申告の内容によっては、税務署をご案内する場合があります。

　①公的年金等の収入金額の他に２０万円を超える所得のある方、年金収入額が４００万円を超える

 【所得税の確定申告が必要な方】

税申告日程表」で該当する公民会を確認のうえ、各申告会場で申告をしてください。

　　の申告をする方

　　（公的年金等の収入金額が４００万円以下であり、かつ、公的年金等以外の所得金額が２０万円

　　　以下の場合は確定申告は不要ですが、町県民税の申告は必要です。）

　②年末調整をした給与以外の所得が２０万円を超える方

令和２年１月１日に「さつま町」に居住していましたか

　④源泉徴収された税金や予定納税をした税金が納めすぎになっている場合で、還付を受けるため

下図を参考に申告が必要かどうか確認し、申告が必要な方は4～5ページの「令和8年度 町民税・県民

平成３１年１月～令和元年１２月末の収入は
何がありましたか？

　　方や事業所得・不動産所得などがあり、所得税の納税額がある方

　《申告が必要かどうか確認してみましょう》

　③給与を２ヶ所以上から受けている場合で、年末調整を受けなかった給与の収入金額と給与以外

　　の所得の合計額が２０万円を超える方

②

③

①

はいはい

年金収入のみである

会社員・パート・アルバイト・
日雇い等の給与収入が
１箇所からある

令和8年１月１日に居住していた

市区町村での申告となります。

令和7年１月～１２月の収入は何かありましたか？

事業・不動産・給与・年金のいずれ
か1つでもあった方は「はい」へ

令和8年１月１日に「さつま町」に居住していましたか？

☆給与を２ヶ所以上受けている
☆給与＋年金がある
☆営業・農業・不動産・その他雑所得・
一時所得・収用（公共事業により土地
建物を売った）などがある

電話での申告
※収入のなかった方も

「収入なし」の申告が必要です

住民税（町県民税）の
申告が必要です

※青色申告または各自で確定申告を
される方は住民税の申告は不要です

申告は不要です

３ページの「年金のみの方」へ

いいえ

いいえ

勤務先で年末調整
を済ませている

いいえ

はい

はい

はい

はい（①～③の該当先へ）
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【源泉徴収票の見本】

　　☆ ご不明な点がございましたら、下記までお問い合わせください。　　　　　

源泉徴収票の様式

　《年金のみの方》

令和7年分の源泉徴収票で
あることを確認してくださ
い。
（注）「支払通知書」とは異な
ります！

(※１)「支払金額」を確認
してください。源泉徴収
票が複数（企業年金・農
業者年金他）ある場合は
合計を確認してくださ
い。

(※２)「源泉徴収税額」の
金額を確認してくださ
い。
（注）源泉徴収税額が各
種控除を追加して計算し
た所得税額よりも高額で
あれば、所得税の確定申
告をすることにより、還
付を受けられる場合があ
ります。◇申告を受ける際は、必ず「源泉徴収票」をご持参ください。

申告は不要です(注)

はい

９８万円以下９８万円超

※遺族年金や障害年金等のみ
の場合は、「源泉徴収票」が発行
されないため、役場税務課へお
電話ください。

する する

あなたの令和8年１月１日現在の
年齢は６５歳以上ですか？

「支払金額」(※１)の合計は、
９８万円以下ですか？

「支払金額」(※１)の合計は、
１４８万円以下ですか？

公的年金等の源泉徴収票の
「源泉徴収税額」(※２)は

０円ですか？

扶養控除・医療費控除・
社会保険料控除等を

追加しますか？

６５歳以上

１４８万円以下

６４歳以下

１４８万円超

しない

7

いいえ

申告は不要です(注)

住民税（町県民税）の
申告が必要です

※青色申告または各自で確定申告を
される方は住民税の申告は不要です

しない

扶養控除・医療費控除・
社会保険料控除等を

追加しますか？

昭和３6.１.２以降

生まれの方
昭和36.１.１以前

生まれの方

注 公的年金の源泉徴収票
に記載のない控除を受けよ
うとする場合は申告が必要
です。

注 公的年金の源泉徴収票
に記載のない控除を受けよ
うとする場合は申告が必要
です。
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